令和８年度デジタル情報等を活用した新たな森づくりチャレンジ実証事業費
補助金交付要綱

（趣旨）
第１　県は、再造林等の森林整備や森林経営の低コスト化・省力化・効率化を図るため、事業実施主体が実施するデジタル情報活用機械等の新たな技術を活用した新たな森づくりチャレンジ実証事業に要する経費について、令和８年度予算の範囲内において、当該事業実施主体に対し、デジタル情報等を活用した新たな森づくりチャレンジ実証事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（事業実施主体）
第２　補助金の交付の対象となる事業実施主体は、森林所有者、林業事業者、森林組合及び森林組合連合会、その他知事が適当と認めるものであって、以下の要件を満たすものとする。
（１）国税及び地方税の滞納がないこと。
（２）暴力団又はその構成員及びその統制下にある者が関係する団体ではないこと。

　（補助事業）
第３　補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の要件を全て満たし、別に定めるところにより実施する公募により補助金の交付対象として認められた取組とする。
　（１）デジタル情報活用機械等の新たな技術を活用した再造林等の森林整備や森林経営について実現性及び継続性が高いこと。
（２）再造林等の森林整備や森林経営の促進に繋がるような県内への波及効果が期待されること。

　（補助対象経費及び補助金の額）
第４　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は別表のとおりとする。

　（申請書等）
第５　規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。
２　規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。
　（１）事業実施計画書（第２号様式）
　（２）補助対象経費の内容を明らかにする設計書、見積書等の積算資料
　（３）事業実施主体が団体・企業の場合は、定款、規約等の当該団体等の組織及び運営に関する事項を定めた書面並びに当該年度収支予算書及び前年度収支決算書等の写し（個人の場合は前年度青色決算書又は収支内訳書）
　（４）国税、県税、市町村税それぞれの納税証明書（滞納がないことを証する書面）
　（５）その他知事が必要と認める書類

　（補助金の交付の条件）
第６　次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規定により付された条件となるものとする。
　（１）補助事業に要する経費について、次に掲げる変更を加える場合は、事業変更承認申請書（第３号様式）を知事に提出してその承認を受けること。
　　　ア　事業実施主体の変更（組織形態を変更する場合に限る。）
　　　イ　実施場所の変更
　　　ウ　事業費の２０パーセントを超える増減を伴う変更
　　　エ　補助金の増を伴う変更
　（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合において、事業中止（廃止）承認申請書（第３号様式）を知事に提出してその承認を受けること。
　（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合において、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。
　（４）補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかにする書類、帳簿等を備え付け、これらを令和９年４月１日から５年間保管しておくこと。
　（５）補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産を善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従って使用し、その効率的な運用を図ること。
　（６）補助事業によって取得し、又は効用の増加した５０万円以上の財産について財産管理台帳（第４号様式）その他関係書類を第１２に規定する期間整備保管すること。
　（７）規則第１９条本文の規定により、補助事業により取得した財産を知事の承認を受けて処分したことにより収入があった場合においては、知事の定めるところにより、当該収入の全部又は一部を県に納付すること。
　（８）補助事業が完了した年度の翌年度から３年間、補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産の各年度の利活用状況及び補助事業の成果について、事業成果報告書（第５号様式）を作成し、当該年度分についてその翌年度の４月末日までに報告すること。
（９）森林施業に当たっては、「青森県林地保全伐採・再造林ガイドライン」を遵守すること。
（10）補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して３年以内に次に掲げる行為をしようとする場合は、あらかじめ知事に補助事業施行地の転用等に関する届出書（第６号様式）を提出すること。
ア　補助事業の施行地の森林以外の用途への転用（補助事業の施行地について売り渡し若しくは譲渡し、又は賃借権、地上権等の設定をした後、森林以外の用途へ転用する場合を含む。）
イ　補助事業の施行地にある立木竹の全面伐採除去
ウ　その他補助目的を達成することが困難となる行為
　（11）前号の規定による届出があった場合は、知事の定めるところにより、補助金相当額の全部又は一部を納付させることがあること。
　（12）補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をするときは、一般の競争入札に付すこと。ただし、補助事業の運営上、一般の競争入札に付すことが困難又は不適当である場合は、指名競争入札に付し、又は随意契約をすることができる。
　（13）前号により契約をしようとする場合は、当該契約に係る一般の競争入札、氏名競争入札又は随意契約（以下「競争入札等」という。）に参加しようとする者に対し、契約に係る指名停止に関する申立書（第７号様式）の提出を求めることとし、当該申立書の提出がない者については、競争入札等に参加させないこと。

　（申請の取下げの期日）
第７　規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交付の決定の通知を受けた日から起算して１５日を経過した日とする。

　（補助金の交付方法）
第８　補助金は、補助事業の完了後交付する。ただし、知事が必要と認めるときは、概算払により交付することができる。

　（補助金の請求）
第９　補助金の請求は、補助金（概算払）請求書（第８号様式）を知事に提出して行うものとする。

　（実績報告）
第１０　規則第１２条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認を受けた場合は、その日）から起算して３０日を経過した日又は令和９年２月２６日のいずれか早い期日までに実績報告書（第９号様式）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。
　（１）実施報告書（第２号様式）
　（２）財産管理台帳（第４号様式）の写し
　（３）その他知事が必要と認める書類

　（処分の制限を受ける財産）
第１１　規則第１９条第４号及び第５号の規定により処分の制限を受ける財産は、取得価格又は効用の増加価格が１件５０万円以上の機械、器具及びソフトウェアとする。

　（処分の制限を受ける期間）
第１２　規則第１９号ただし書の規定により財産の処分の制限を受ける期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を経過するまでの期間とする。


　　　附　則
　この要綱は、令和８年８月２０日から施行する。

別表（第４関係）
　
	補助対象経費
	補助金の額

	補助事業の実施に要する以下の経費

１　機械導入費
　　機械等の購入（※１）、借用及び改良に要する経費
　　（備品購入費、消耗品費、工賃、送料等）
　　　※１　汎用性が高い機械等は対象外

２　ソフトウェア導入費
　　ソフトウェア等の購入（※２）、借用及び改良に要する
経費
　　（備品購入費、消耗品費、工賃、送料、使用料等）
　　　※２　汎用性の高いソフトウェア等は対象外

３　新技術・新製品開発費
　　新技術・新製品の開発に必要な材料及び消耗品の購入、外部業者への委託、開発・改良に向けたスキルアップ等に要する経費
　　（備品購入費、消耗品費、委託料（講師派遣含む）、講座
　　　参加費等）

４　効率的な森林整備・森林経営を実施するための経費
　　１～３で導入した機械等の効率的活用に向けたスキルアップに要する経費
　　（備品購入費、消耗品費、旅費、講座参加費、委託料（講師派遣含む）等）

５　その他の経費
　　上記に掲げるもののほか、知事が特に必要と認める経費

	補助対象経費の実支出額の２分の１に相当する額又は150万円のいずれか低い額以内の額




